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序　　　　　文

中東地域に対する援助については、中東和平への貢献を念頭に置きつつ、今後とも一層積極的

に取り組む必要があります。一方、昨今の援助予算の状況を考えますと、限りある援助リソース

をできるだけ有効に活用し、効率のよい、しかもインパクトの大きい案件を形成しなければなら

ないことも、また当然であります。そこで、既に協力期間が終了している案件について、相手機

関の現況と自立発展性の確認や問題点の把握に努めることは、既存組織を有効に再活用し、今後

協力を検討する際の基礎資料となるばかりでなく、そこにはプロジェクトの計画・運営に関する

貴重な教訓も含まれているはずです。

かかる状況にかんがみ、本調査団は、終了案件の多いエジプト・アラブ共和国とトルコ共和国

に派遣されましたが、さらに、地域の核となって活動できる機関の有無や、もしあれば、その機

関を使ってどのような広域協力案件が可能であるかについても、併せて調査を行いました。

この報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものであり、今後の中東援助に広く活用され

ることを願うものです。

最後に、今回の調査にご協力を頂いた内外関係各機関の方々に心から謝意を表しますとともに、

引き続き一層のご支援をお願いする次第です。

平成 15 年 5 月

国 際 協力事業団

理事　泉　堅二郎



目　　　　　次

序　文

目　次

プロジェクト位置図

写　真

第 1 章　基礎調査の概要 ………………………………………………………………………………… 1

　1 － 1　基礎調査団派遣の経緯と目的 ……………………………………………………………… 1

　1 － 2　調査団の構成 ………………………………………………………………………………… 1

　1 － 3　調査日程 ……………………………………………………………………………………… 2

　1 － 4　調査項目 ……………………………………………………………………………………… 3

　1 － 5　調査方法 ……………………………………………………………………………………… 3

　1 － 6　主要面談者 …………………………………………………………………………………… 3

第 2 章　調査結果 ………………………………………………………………………………………… 6

　2 － 1　エジプトの終了プロジェクト実施機関の現況…………………………………………… 6

　　2 － 1 － 1　ショブラ機械整備職業訓練センター ……………………………………………… 6

　　2 － 1 － 2　アラブ科学技術海運大学校 ………………………………………………………… 7

　　2 － 1 － 3　建設機械訓練センター ……………………………………………………………… 7

　2 － 2　トルコの終了プロジェクト実施機関の現況 ……………………………………………… 8

　　2 － 2 － 1　港湾水理研究センター ……………………………………………………………… 8

　　2 － 2 － 2　地震防災研究センター ……………………………………………………………… 9

　　　（1）強震観測網実験サブセンター……………………………………………………………… 9

　　　（2）地震工学実験サブセンター………………………………………………………………… 9

　　2 － 2 － 3　ツヅラ職業訓練技術高校 …………………………………………………………… 10

　2 － 3　調査結果（総括）……………………………………………………………………………… 11

　　2 － 3 － 1　協力タイプによる傾向 ……………………………………………………………… 11

　　　（1）職業訓練・技術教育型協力 ………………………………………………………………… 11

　　　（2）研究センター型協力 ………………………………………………………………………… 11

　　2 － 3 － 2　広域協力の可能性 …………………………………………………………………… 12

　　　（1）エジプト ……………………………………………………………………………………… 12

　　　（2）トルコ ………………………………………………………………………………………… 12



付属資料

　1．調査グリッド（エジプト・ショブラ機械整備職業訓練センター）…………………………… 15

　2．調査グリッド（エジプト・アラブ科学技術海運大学校）……………………………………… 19

　3．調査グリッド（エジプト・建設機械訓練センター）…………………………………………… 22

　4．調査グリッド（トルコ・港湾水理研究センター）……………………………………………… 24

　5．調査グリッド（トルコ・地震防災研究センター）……………………………………………… 27

　6．調査グリッド（トルコ・ツヅラ職業訓練技術高校）…………………………………………… 30

　7．現地収集資料一覧 …………………………………………………………………………………… 32













─ 1 ─

第 1 章　基礎調査の概要

1 － 1　基礎調査団派遣の経緯と目的

中東地域に対する援助については、我が国としても中東和平への貢献等も念頭に置きつつ、今

後一層積極的に取り組むことが重要である。一方、近年、援助予算が縮減される状況も考慮して、

限りある援助リソースをできるだけ有効に活用し、効率よくインパクトの大きな案件を形成する

ことが求められている。かかる状況にかんがみ、現在までに中東地域で我が国が協力し、一定期

間を経た案件について実施機関の現況を把握するとともに、中東地域で技術協力プロジェクトや

第三国研修等の広域協力を行う際の基礎情報を収集・整理することを目的として基礎調査を実施

することとした。

JICA 社会開発協力部では、1960 年以来、中東地域において 11 か国、36 件のプロジェクトを実

施してきた。本基礎調査ではプロジェクト数が多く、かつ一定の期間を経ている案件の多いエジ

プト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）並びにトルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）を

調査対象国に選び、相手機関の自立発展性を確認するとともに、現場で抱えている問題点があれ

ばそれらを調査し、今後の技術協力実施の際の留意点や教訓として整理した。また、プロジェク

ト終了後の現状を確認する一方で、有効なフォローの必要性、可能性の調査も併せて行った。

1 － 2　調査団の構成

担当分野 氏　名 所　属

団長・総括 中川　寛章 社会開発協力部 計画課 課長

調査企画 小森　明子 社会開発協力部 社会開発協力第二課 職員
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１１１１-３３３３ 調査日程調査日程調査日程調査日程

期間：2003年 4月 18日～4月 27日

移動及び業務日
順 月日 曜

日 中川団長 小森団員
滞在地

1 4／18 金

10：55
15：15
17：00
22：55

成田発（BA006）
ロンドン着
ロンドン発（BA155）
カイロ着

成田→
ロンドン→
カイロ

2 4／19 土

9：30

11：00

ショブラ機械整備職業訓練
センターでの現況調査
自動制御職業訓練セン
ター：元カウンターパート
（C／P）への聞き取り調査

ショブラ

3 4／20 日
　

8：00
11：00

カイロ出発
科学技術海運大学での現況
調査

アレキサンド
リア

4 4／21 月

12：20
17：35
19：30

23：20

成田発（LH715）
ミュンヘン着
ミュンヘン発
（LH3406）
アンカラ着

AM

PM

建設機械訓練センターでの
現況調査

JICAエジプト事務所帰国報
告

テンス・オブ・
ラマダン

カイロ

　

2：30
5：45
8：00
9：00

カイロ発（TK1143）
イスタンブール着
イスタンブール発（TK108）
アンカラ着

カイロ→
アンカラ

5 4／22 火
14：00
15：30
17：00

JICAトルコ事務所での打合せ
港湾水理研究センターでの協議並びに現況調査
運輸省鉄道・港湾・空港建設総局（DLH）での協議

アンカラ

6 4／23 水 対処方針の検討 アンカラ

7 4／24 木

9：00
11：00
14：30
16：00
19：50
20：50

強震観測網実験サブセンターでの協議及び現況調査
公共事業住宅省防災局での協議
JICAトルコ事務所報告
在トルコ日本大使館報告
アンカラ発（TK147）
イスタンブール着

アンカラ→
イスタンブー
ル

8 4／25 金
10：00
14：00
16：00

地震工学実験サブセンターでの協議並びに現況調査
ツヅラ職業訓練技術高校での協議並びに現況調査
海事教育プロジェクト視察

イスタンブー
ル

9 4／26 土 17：30 イスタンブール発（ JL5092） イスタンブー
ル→

10 4／27 日 11：10 成田着 成田
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1 － 4　調査項目

（1）プロジェクト終了後の各センターの活動概要を明らかにする。そのため、各センターのパ

フォーマンスを示す代表的な指標を入手し、パフォーマンスの経年変化を把握する。

（2）インパクト、自立発展性、妥当性の観点からプロジェクトを評価し、今後の「技術協力プロ

ジェクト」立案に対する教訓を得る。

・当該センターの社会的な意義を、政策、所属省庁における組織機構上の位置づけ、当該分野

における位置づけ（類似組織との関係）等の観点で把握し、パフォーマンスとの相関関係を

明らかにする。

・各センターの期待される成果を阻害しているソフト及びハードの要因を明らかにする。

（3）フォローアップに対するニーズを把握する。

1 － 5　調査方法

〈国内準備〉

（1）調査対象国の終了プロジェクト実施機関に対する質問表作成、送付

（2）調査グリッドの作成

〈現地調査〉

（1）終了プロジェクト実施機関視察、関係者への聞き取り調査

（2）終了プロジェクト実施機関の関連資料の収集、分析

1 － 6　主要面談者

〈エジプト側関係者〉

（1）ショブラ機械整備職業訓練センター

Eng. Ahed Abo El Nasr センター長

（2）自動制御職業訓練センター

Mustafa Zaghlool Abdou センター長

（3）アラブ科学技術海運大学校

Capt. Ahmed A. El-Wakil 海運工学部／航海学部学部長

Eng. Adel H. Abd El-Aziz 海運工学学部長



─ 4 ─

Capt. Mohamed Yousef Taha 航海学部長

（4）建設機械訓練センター

Mostafa Hegazy 建設機械訓練センター長

〈トルコ側関係者〉

（1）港湾水理研究センター

Niyazi Zalgi 運輸省鉄道・港湾・空港建設総局（DLH）総裁

Engin Bilyay センター長

（2）強震観測網実験サブセンター

Mustafa Taymaz 公共事業住宅省防災局長

Bekir Tuzel 公共事業住宅省防災局地震研究部長

Murat Nurlu 公共事業住宅省防災局地震研究部

 Laboratory Section 長

（3）地震工学実験サブセンター（イスタンブール工科大学土木工学部構造研究室）

H. Faruk Karadogan 教　授

Alper Ilki 助教授

Ercan Yuksel 助教授

（4）ツヅラ職業訓練技術高校

Omer Elacmaz 校　長

Bayram Keles 教　員

Ismail Kuilu 電気科教員

Salih Zeki Tasci コンピューター科教員

Norci Candan 電子科教員

〈日本側関係者〉

（1）在トルコ日本大使館

小田原　雄一 二等書記官
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（2）JICA トルコ事務所

稲葉　泰 所　長

芦野　誠 次　長

齋藤　ゆかり 所　員

Emin Ozdamar ナショナルスタッフ

Ali Bekin ナショナルスタッフ

（3）JICA エジプト事務所

岩間　敏之 次　長

向井　直人 所　員

宇多　智之 所　員

Mahmoud Abdel Halim ナショナルスタッフ

Hala Shoukly ナショナルスタッフ

Wael M. Yehya ナショナルスタッフ



─ 6 ─

第 2 章  調査結果

2 － 1　エジプトの終了プロジェクト実施機関の現況

2 － 1 － 1　ショブラ機械整備職業訓練センター（詳細は付属資料 1. を参照）

・本プロジェクトは繊維機械科、金属加工科、電気科の3 科を対象とする技術協力であり、1983 年

に終了し、その後 1988 年から 1 年間のアフターケア協力を行った。当センター内の掃除が行

き届いていること、英語・アラビア語で表記された各訓練教室にて訓練生がゴーグルや防護

手袋等を着用して訓練を実施し、各教室には機材の取り扱い方法や訓練実施の際の注意事項

がポスター形式で紹介されている様子、並びに道具類も整理整頓されている状況等から、運

営管理体制はプロジェクト終了後も良好に維持されているようである。また、一部稼働しな

い織機を除き、供与機材はおおむね有効に活用されている。一部の織機は繊維機械科のエン

ジニアが独自に研究・改造し、機能を拡張させて使用している。プロジェクト期間中は各工場

で使われている機材と本センターの訓練機材は同一で、卒業生は学んだ技術をそのまま工場

で実践できたが、現在の産業界（就職先）は自動制御で稼働する機材を使用しているため、そ

れら機材を整備できる人材を求めている。

・2 か月ほど前から稼働しなくなっている織機については、センター側もエンジニアを呼んで故

障の原因を調査しているが、依然として特定されていない。今回の現況調査時には、メーカー

からの指示どおり動作確認を行ったが、故障の原因究明には至らなかったため、今後 JICA エ

ジプト事務所が織機の不具合についてメーカー側とやりとりしつつ、修理が必要な箇所の特

定（現地で織機を扱える業者がいるのかどうかも併せて確認）を行い、フォローアップの実施

を検討する。

・プロジェクト実施中はメカニカルな内容の訓練ニーズが高かったが、最近は上述のとおりコ

ンピューター制御機材が企業で使用されているため、自動制御に対する訓練ニーズが高まっ

てきている。しかしながら、センター長の説明によると、国営企業は衰退し、民間企業におい

ては欧米サーティフィケイトが重要視されている傾向にあるので、今後当センターの卒業生

が民間企業にも採用されるよう、訓練の質を高める必要がある。当センターが今後、このニー

ズ変化に対応するためにも、訓練（技術的）内容の改善や機材の更新に先立ち、まずは関連企

業のニーズ調査→訓練の開発→実施→評価等の「訓練マネージメント」に係る支援が効果的だ

と考える。
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2 － 1 － 2　アラブ科学技術海運大学校（詳細は付属資料 2. を参照）

・プロジェクト期間中のアラブ海運大学校（Arab Maritime Transport Academy）は 1991 年に、

科学技術工学大学、マネージメント技術大学、科学技術海運大学の 3 カレッジから成る「アラ

ブ科学技術海運大学校」（Arab  Academy fo r  Sc ience  and  Techno logy  and  Mar i t ime

Transport）の 1 カレッジ（College of Maritime Transport and Technology：科学技術海運

大学）として吸収・合併された。当初、海運教育を専門にしていた大学に他分野の大学が併設

された背景には、1990 年代初めの科学教育・高等教育機関に対するニーズの高まりとともに、

既に中東で知名度を高めていた本校に科学技術系大学を併設することによって、一層質の高

い教育をアラブ・アフリカ諸国に提供することが期待されたためである。プロジェクト終了

後、本校は船員の海技資格に加え、学士号、修士号、博士号までも発給できる教育機関へと発

展した。中東地域にはこのように海技免状と教育資格の双方を発給でき、かつ実習船を用い

た訓練を提供している教育機関が少なく、またアラビア語と英語で海事教育を行う唯一の教

育機関であることから、本校はエジプト国内及び周辺国の海事機関にとって規範的位置づけ

にある。

・エンジンルームシミュレーターやレーダーシミュレーター等の、プロジェクト期間中に供与

された機材はおおむね有効活用されているが、国際海事機構（Inte rna t i ona l  Mar i t ime

Organization：IMO）の規定の改定に伴い、タンカーオペレーションシミュレーターを二重船

体専用に更新することが求められている。

・本校は教師の中近東地域への派遣、58 か国からの生徒の受入れを行っており、エジプト国内

だけでなく、アラブ・アフリカ地域における船員教育に貢献している。優良な大学をつくるだ

けでなく、その成果をネットワークによって波及させる取り組み（他国への本校職員の派遣、

アフリカ諸国向けの海技免状付与に係る集中研修の実施）が確実に行われており、本校が今後

アラブ・アフリカ地域における船員教育の中核機関として活用されていくことが期待される。

2 － 1 － 3　建設機械訓練センター（詳細は付属資料 3. を参照）

・当センターはプロジェクト期間中の 1994 年から 1998 年まで、管理者コース、運転員コース、

整備員コースにおいて 3 か月間の通常コースを実施していたが、協力期間終了後も訓練は順調

に実施されている。整備員コースは「予防的メンテナンス」という考えを導入し、機材の解体、

組み立ての作業を行うなかで故障の予防法を訓練生に教授している。

・プロジェクト終了後の成果の一つは、短期集中訓練の拡充である。職員を長期間研修に出せ
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なくなっている企業の要望に応えるべく、当センターは今後、短期集中訓練を一層充実させ

る考えである。

・職員は第三国研修等にも派遣され、他国に教授できるレベルになりつつあるが、上部組織で

ある住宅開発省職業訓練公社（Training Organization for Ministry Of Housing And Recon-

struction: TOMOHAR）から十分な予算が配分されていないため、必要な機材の購入（道路舗

装の訓練コース立ち上げ）やセミナー開催等が制限されている。今後は、訓練ニーズが高まっ

ている道路舗装技術に係る訓練等も行い、周辺国の同分野の訓練機関（モロッコ、エチオピア）

等とも連携していくことが有効だと考えられる。特にモロッコにおいては、地方の未舗装道

路及び高速道路の整備に建設機械訓練センターが貢献していることが、2000 年度の事後現況

評価で報告されている。モロッコの同センターでは、道路保守管理に携わる約 75％にのぼる

設備省交通局の技術者及び他組織の技術者を訓練してきているため、エジプト建設機械訓練

センターとのノウハウの共有が可能である。また、モロッコでは技術革新に即した指導教官

の継続訓練及び再教育が必要とされていることや、訓練用建設機械機種が不足していること

等から、エジプト建設機械訓練センターに招へいし、研修を受講してもらうことも有効な協

力形態の一つだと思われる。

2 － 2　トルコの終了プロジェクト実施機関の現況

2 － 2 － 1　港湾水理研究センター（詳細は付属資料 4. を参照）

・当該センターへの協力は、1999 年に終了したあとも長期・短期専門家の派遣を通じて継続的

に行われている。センターに供与された造波装置をはじめとする水理実験設備は中東地域で

も屈指のものであり、これらを活用した水理実験はトルコの港湾開発、改良に大きな役割を

果たすことが期待されていた。他方、プロジェクト終了後の 2 年間は大地震等の災害やトルコ

経済の低迷、更には所管官庁である運輸省鉄道・港湾・空港建設総局（DLH）の局長人事など

の影響を受け、プロジェクト終了時に計画された実験は継続されていたものの、総じて活動

は停滞気味であった。しかし近年は大学や民間企業との共同研究や委託研究が行われるよう

になり、活動は徐々に活発化しつつある。

・DLH 総裁は、今後港湾管理に係るシンポジウムを同センターで開催するなど、まずは国内の

地方建設局、企業、大学関係者に広くセンターの役割を知らしめることにより、センターの有

効活用への道筋をつけていくことが重要だとの認識を示した。

・上述のとおり、センターは同地域有数の実験研究施設を有していることから、国内のみなら
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ずこれを活用した黒海沿岸諸国対象の第三国研修も有効だと考えられる。ただし、当面は現

在行っている共同研究等の実績を更に積み重ねることが重要であり、このためのシンポジウ

ムやセミナー開催を通じて、センターの活動内容を地方建設局をはじめとする関係機関に広

報することが必要だと考えられる。

2 － 2 － 2　地震防災研究センター（詳細は付属資料 5. を参照）

（1）強震観測網実験サブセンター

・本プロジェクトは 2 年間の延長を経て 2000 年 3 月に終了している。トルコは黒海に沿う

かたちで東西に断層が走っており、大規模な地震が多発している。本プロジェクトは、か

かる災害に対処するため、北東部の 8 地点（中央を含めて全体で 10 か所）に強震観測点

を置き、この観測システムに対象地域の人口、家屋、道路、橋梁、公共施設等のデータを

入れ、被害予測を行う「実験システム」を構築し、現在も稼働している。他方、その後の

コンピューターの技術革新をも踏まえ、トルコ側がデータを更新する場合において不都合

が生じていること、さらに、防災局では既に使われている全国規模での強震観測システム

への統合を計画していることから、より汎用性のあるプログラムに書き換え、統合するた

めのフォローアップ要請（ハード、ソフト）がなされている。

・システムが統合されることによって、全国規模でのモーメントマグニチュードや震源の特

定などが可能になれば、防災対策にシステムが果たす役割は極めて大きく、また、このこ

とによって本プロジェクトによる実験システムが実用化されることにもなる。本件に関す

るトルコ側の期待は強く、システムの統合は自ら行うとしている。しかしながら、統合は

ソフト・ハード両面においてどの程度可能なのか、また、統合された場合に運用面での課

題や全体計画等も把握する必要があり、フォローアップ協力を実施するとしても、これを

無駄にしないための検討が必要である。本件については、かかる検討によってフォロー

アップ協力（ソフト・ハードの供与）で対応可能なのか、新たな協力を必要とするのかを

判断することとする。なお、JICA トルコ事務所では強震観測システムの実用化（具体的

な活用計画）、フォローアップに至った背景（プロジェクト活動との関連性）、並びにトル

コで対応可能な技術範囲を書面で確認することとしている。

（2）地震工学実験サブセンター

・同センターでは、イスタンブール工科大学土木工学部を実施機関として、プロジェクトの

もう一つの柱である耐震構造実験、土質実験が行われてきた。プロジェクト協力期間中に

供与された実験施設は、学生の教育・研究において有効に活用されており、また、北大西
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洋条約機構（NATO）との共同研究や民間企業がトルコで生産するコンクリートやカーボ

ンファイバーの強度試験も行っている。さらに、本プロジェクト終了後は「地震工学」に

係る第三国研修を 2002 年度から実施している。本研修を通じて、地震ベルトに属し、似

通った建築構造をもつ周辺諸国の地震対策に同センターの研究が活用され、地域としての

取り組みに貢献している。一方、公共事業住宅省等の行政機関との連携については、行政

側から要請があった場合に対応しているとしており、強震観測網とともに一つのプロジェ

クトとして実施してきたとはいえ、それぞれ活動内容が異なることからも直接的な連携関

係にはない。

・センター（イスタンブール工科大学）は、実験施設の根幹をなすアクチュエータシステム

に関するフォローアップ協力を要請している。本システムはセンターの活動に必要不可欠

であることから、フォローアップを実施する妥当性は高い。しかしながら、油圧ポンプの

不調とともに先方が望んでいるアクチュエータシステムの改善（hydraulic system ソフ

トのバージョンアップ並びにアクチュエータ本体の更新）は、ハードの供与並びに機材据

え付けだけでなく、実験室内のシステム全体に係るメンテナンス指導をも含む広い範囲で

あることから、必要な範囲を特定する調査がまずは必要である。

2 － 2 － 3　ツヅラ職業訓練技術高校（詳細は付属資料 6. を参照）

・本プロジェクトは電気、電子、コンピューターの 3 科を対象とする技術協力であり、1992 年

に終了し、その後 1996 年から 1 年間のアフターケアを行っている。当時供与された機材類

は適切に維持管理され、現在も教育訓練に十分活用されている。1999 年の大地震によって

同校校舎の一部が損壊し、近隣の小学校に教室を借りていたものの、その後新たに 4 棟の校

舎が建設され、現在新校舎への移転が始まっている。

・プロジェクト協力による成果として、他の技術高校に対する本校教員による職員研修、参考

マニュアルとしての教材配布などを行うなど、プロジェクトを通じて供与された国内の技術

高校としては有数の施設を活用した、先進的な取り組みが行われている。日本からの技術協

力を誇りに感じている様子がうかがえた。また、当時のC／P が学科長として活躍しており、

自立発展は大いに認められた。

・校長からは、ツヅラ地域の開発に伴う人口増をも踏まえ、産業界のニーズの高いメカトロニ

クス分野で日本から支援を受けたいとの要望があった。調査団からは、昨今の日本の状況を

も踏まえ、新たにプロジェクトを行うにあたっては、現在と今後のトルコに三百数十校ある
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技術高校全体での位置づけなどを整理したうえで、その妥当性が認められる必要がある旨を

説明し、先方も理解を示した。

2 － 3　調査結果（総括）

2 － 3 － 1　協力タイプによる傾向

今般、トルコ及びエジプトで現況調査を行ったプロジェクト実施機関は、大きく分けて 2 タ

イプ、つまり職業訓練・技術教育型プロジェクト（エジプト・建設機械訓練センター、エジプト・

ショブラ機械整備職業訓練センター、エジプト・アラブ科学技術海運大学校、トルコ・ツヅラ

職業訓練技術高校）と、研究センター型プロジェクト（トルコ・地震防災研究センター、トルコ・

港湾水理研究センター）に分類される。それぞれのタイプにみられた傾向は以下のとおりであ

る。

（1）職業訓練・技術教育型協力

作業現場や生産現場をシミュレートした職業訓練センターでの訓練・教育は、民間部門

に訓練生を教育できる人材が少ないトルコやエジプトにおいては、依然として重視されて

おり、プロジェクト終了後の持続性も大いに認められる。他方、近年、産業技術の変化が激

しい一方で、世界的な経済の縮小傾向や国際分業化等によって産業界のニーズが変化して

いることから、これを把握し、対応できる訓練マネージメントの仕組みが重要である。技

術の基本に係る訓練・教育は大きく変わるものではなく、また、学科やコースの新設、改編

には多大な経費を要することから、すべてに対応することは現実的ではない。しかし、少

なくとも新設センター等では、職業訓練指導技法、企業ニーズの把握、並びに企業訪問の

制度化、卒業生のフォローアップ制度等、生徒の就職を推進する仕組みや工夫が組織の自

立発展性、すなわち、社会ニーズに合致した訓練の提供には重要であると思われる。

（2）研究センター型協力

一般的には、研究の実施機関が大学等の教育機関であるのか、行政機関に属する研究所

であるのかにより、同じ人材育成を目的とする事業であっても、めざすところが異なる。大

学であれば教育・研究を本来の組織目的としていることから、当該研究に対する社会的な

ニーズが継続して認められ、大学としての活動にきちんと位置づけられていれば、研究セ

ンターは教育課程のなかで発展する。また、予算的にも安定的な授業料収入に期待できる

ことが多い。一方、行政機関の研究センターにおいては、当該試験研究の成果が将来的な

アウトカムとして政策や意思決定、基準づくりに貢献したり、更には法制化などによって

行政に反映されることが期待されている。また、予算面においても政策や社会経済状況等

の外部条件の影響を受けやすい。したがって、かかる点を踏まえ、プロジェクト目標の設
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定や実際の活動においては、何を達成することがプロジェクトの目標であり、活動範囲で

あるか、どこからが相手国の責任範囲なのかを、相手側機関の能力や体制に応じて明確に

設定していくことが重要だと思われる。また、研究技術の向上をめざすだけではなく、研

究成果を生かせるような組織・制度づくりを意識しつつ、案件を形成する必要がある。

2 － 3 － 2　広域協力の可能性

（1）エジプト

エジプトにおいて広域協力の可能性が高いと考えられる案件は、アラブ科学技術海運大

学校である。本校はプロジェクト終了後も着実にその規模を拡大してきており、1985 ～

1989 年にはアフリカ向けの第三国研修を実施した経験がある。現在、既に周辺諸国からの

学生を受け入れていることや、施設・設備もアラブ・アフリカ地域においてトップレベル

のものを有していることから、今後第三国研修等の拠点として再度活用することが期待さ

れる。

（2）トルコ

トルコにおいて広域協力の可能性が高いと考えられる案件は、地震工学分野でのイスタ

ンブール工科大学土木工学部（「地震工学実験サブセンター」）である。これは、プロジェク

ト期間を通じて構造実験に必要な機材、施設、体制が整備されてきたことに加え、既に第

三国研修の経験を有していることから、他国へ協力する能力と体制を備えていると考えら

れる。また、地震災害はトルコのみならず周辺諸国にも多発しており、似通った建築構造

をもつ周辺国の家屋からも災害対策上のニーズが高いと思われる。さらに、イスタンブー

ル工科大学は第三国研修等を通じて研究者、研究機関のネットワークが強化されているこ

とも広域協力の可能性を高めている。JICA では 2002 年から 5 年計画で、ルーマニアにおけ

る、主として建築物の地震災害を軽減するためのプロジェクトを実施している。このプロ

ジェクトが進捗すれば、イスタンブール工科大学との連携を深めてその成果をも活用しな

がら、地域としての災害対策への提案や地域協力としての取り組みが検討できるものと考

えられる。他方、トルコでの他案件については、広域協力としての大きなポテンシャルは

有しているものの、2 － 3 の調査結果に記したとおり、現時点においては自らの実績を国内

で積み重ねることが重要だと考えられる。
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